
 

 

 

 

 

人口の将来推計 人口ピラミッドの比較 

・年齢別人口は、０歳～14 歳の人口割合は減少し、65 歳以上
の人口が増大する少子高齢化の傾向になっています。 

  

・将来人口は、平成 27 年（2015 年）ま
で増加後、減少すると予測されています。 
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行政施設 文化・交流施設

社会教育施設 子ども・子育て支援施設

学校施設 社会福祉関連施設

住宅施設 交通施設

環境関連施設 その他施設

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・今後は、高度経済成長期に整備した多くの建物が、築後
５０年を迎え、次々と更新時期を迎えます 

 

・施設総量：368 施設、延床面積 813,900 ㎡ 
[平成 25 年（2013 年）3 月末] 

・今後もこれらの公共施設（一般建築物）を現状規模で維持し続け、建物の経過年数に応じた修繕を行い、建替えサイク
ルを 50 年として、試算を行った結果、今後 30 年間の修繕更新・建替費用は、累計で約 1,745 億円、年平均で約58
億円と予想されます。 

新耐震基準（昭和 57年度（1982 年度）以降） 旧耐震基準（昭和 56年度（1981 年度）以前） 

建築年度別用途別の延床面積（㎡） 

財 務 

供 給 品 質 

■修繕更新・建替費用の抑制、 

 新たな財源確保 

■施設機能の維持・向上 ■多様化する市民ニーズ・地

域特性への対応 

【「財務」・「供給」・「品質」の 

３つの視点からみた一般建築物の課題】 

・本市を取り巻く現状を踏まえると、公共施設
最適化に向けた課題として、「財務」・「供
給」・「品質」の３つの視点から、右図のよ
うな点が挙げられます。 

 

 

第１章 一般建築物最適化計画に至った背景 
 

 【少子高齢化、将来の人口減少の予測】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【一般建築物の老朽化】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

【厳しい財政状況】 

 

 

第２章 一般建築物最適化に向けての課題 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 一般建築物の最適化推進の基本方針 

 
 

 

 

 

第４章 一般建築物の最適化推進に 

向けての取組方策 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 今後の進め方 
 

 

 

吹田市公共施設最適化計画【方針編】  [概要版] 

 

めざすべき方向： ～ 持続可能なまちづくりの実現に向けて ～ 
 

・少子高齢化の進展や生産年齢人口の減少により大幅な経済成長が望めない一方で、社会保障などの需要の更なる高まり
が想定されます。 

・本市が保有する一般建築物を現状の規模で維持し続けるとすれば、施設の建設事業に充当できる財源は不足することが
懸念されます。 

建設事業充当一般財源額の平成 26 年度（2014 年度）から平成 30 年度（2018 年度）の見通しは、16 億円～
22 億円の幅で推移しており、この中には、道路、プラントなどに充当する財源も含まれているため、一般建築物に充
当できる財源額は、さらに少なくなります。 

 

今後は、これらの基本方針に基づき、より具体的な計画となる『吹田市公共施設最適化計画【実施編】』を策定し、

持続可能なまちづくりの実現に向けて、公共施設の最適化に取り組みます。 

計画を進めるにあたっては、市民との情報共有を図りながら全市的な議論を重ねていきます。 

・施設の長寿命化の推進 

・社会的要請に対応した施設機能の向上 

・施設の効率的な維持管理手法の検討 

・市民ニーズ・地域特性への対応と財政負

担軽減の両立 

・施設保有・運営方法に着目した公共サー

ビスの再構築 

・施設の有効活用による市民サービスの 

向上 

・複合施設の効率化に向けたルールづくり 

・総量最適化の目標値の設定 

・将来の転用可能性確保の原則化 

・ライフサイクルコストの縮減に配慮した

施設整備の推進・新たな事業手法などの

検討の原則化 

・新公会計制度との連携 

・公有地などの売却収入の財源化 

・将来を見据えた基金の創設 

一般建築物最適化推進の基本方針 

 

① 総合的・計画的な維持保全及び 

施設機能の向上 
 

 

② 市民ニーズ・地域特性に対応した 

公共サービスの最適化 
 

③ 市民の利便性、施設の 

効率性を高める施設の複合化 

 

④ 施設総量の最適化に向けた目標設定

と新規施設整備のルールづくり 

 

 

⑤ 健全財政維持のための 

会計情報や新たな財源の活用 
 

平成 22 年（2010 年） 


